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調査が廃止され，農林漁家は 1999 年 7 月から家計調査の対象に含まれるよ
うになった。また，IT関連支出・高額消費などに焦点を合わせた家計消費
状況調査が 2001 年に開始され，家計調査・消費動向調査でも実施方法の一










































































　表 1－ 3 は，国民生活センターが 2005 年に政令指定都市および東京都区
部の 2人以上の世帯の 20 代から 60 代の既婚女性を対象に実施した調査によ
る家計簿の記帳状況を示したものである 15）。「（家計簿を）つけている」は
表 1－ 2　労働力調査の標準誤差（基本集計・全国結果）










































家計消費状況調査の 2012 年の回収率は約 68％，消費動向調査の 2012 年の 2
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表 1－ 4　 最初に抽出された世帯の調査世帯率
（2人以上の世帯）
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人以上世帯では回収率は 83％，同じく単身世帯では 71％となっている。国









表 1－ 5　 最初に抽出された世帯の調査世帯率
（単身世帯）
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にも反映されていると考えられる。
　表 1－ 6・表 1－ 7・表 1－ 8 は，家計調査・全国消費実態調査・全国単
身世帯収支実態調査において収集された家計簿および各調査票が集計に利用
された比率の推移を示したものである。家計調査では東日本大震災の影響を





表 1－ 6　家計調査の集計利用率 1）
表 1－ 7　全国消費実態調査の集計利用率
表 1－ 8　全国単身世帯収支実態調査






 1） 記帳回数に相当する全品目についての購入頻度は，2012 年家計調査の場合月間
約 255 回にのぼる。記帳負担が大きいことは，永井（2007）などによって以前
から指摘されている。
 2） 労働力調査によれば，平均世帯人員は 2000 年の 2.64 人から 2012 年の 2.44 人
へ縮小し，1人世帯の比率も 2000 年の 28.8％から 2012 年の 31.0％へ増大して
いる。
 3） 世帯主夫妻以外の世帯員の収支の把握には脱落が多いと考えられる。例えば，





 4） 2013 年 9 月末現在の個人名義の預金口座数は，ゆうちょ銀行を除く国内銀行約




 6） 労働力調査によれば，有配偶女性に占める就業者の比率は 2000 年の 47.0％か
ら 2012 年の 47.8％へ上昇している。
 7） 一般に統計調査への協力が特に得にくいとされる集合住宅居住世帯は，2010
年国勢調査によれば約 41.6％（2000 年国勢調査では約 37.5％）に達している。
また調査員訪問時の「不在」が多いとされる単身世帯は，就業構造基本調査







̶  51  ̶
最近の家計収支関連統計調査結果の精度について（山田）











 13） 家計簿の記帳率は，1985 年以降概ね低下傾向にあった。貯蓄広報中央委員会
（2000）
 14） 家計経済研究所によって有配偶女性を対象に 2012 年に実施された留置調査の
結果によれば，家計簿を「定期的に（毎日，毎週など）つけている」は 50 歳











1982 年～ 1992 年には概ね上昇傾向にあった。
 18） 同様の方式で算出した承諾率は，2人以上世帯・単身世帯とも 1964 年以降概ね
低下傾向にある。家計調査等改善検討会（2012）
 19） 最初に抽出された 2人以上の世帯のうち世帯属性を回答していない世帯の比率




 20） 家計消費状況調査の 2006 年以降の有効回答率は概ね上昇傾向にある。消費動
向調査の回収率は，2008 年以降概ね同水準で推移している。国民生活基礎調査
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の回収率は 2005 年～ 2007 年ころまでは低下傾向にあったが，最近は同水準で
推移している。所得再分配調査の回収率は，1999 年以降低下傾向にある。
 21） 2 人以上世帯の集計利用率は，2011 年 2 月の 96.7％から 3 月は 92.6％へ急減
したが，その後回復して 12 月には 96.5％となった。単身世帯の集計利用率も，
2010 年 10 ～ 12 月の 94.0％から 2011 年 1 ～ 3 月は 92.6％，4 ～ 6 月は 90.6％








　表 2－ 1は，世帯人員 2人以上の世帯の有業人員構成に関する全国消費実










　表 2－ 2 は，2012 年についての世帯主の従業上の地位に関する家計調査
と他の統計調査の結果を対比したものである 1）。各統計調査間の比較には国










































　表 2－ 3は，2009 年～ 2012 年における 2人以上の世帯の世帯人員別構成
表 2－ 2　世帯主の従業上の地位別世帯構成（2012 年）

































　表 2－ 5 は，2012 年の 2 人以上の世帯について世帯類型別構成に関する
家計調査と他の統計調査の結果を対比したものである。家計調査・就業構造
基本調査の集計世帯では表 2－ 4 と同様に「夫婦のみの世帯」「夫婦と未婚
の子供からなる世帯」の比率が高く，その他の類型の比率は低い。





　表 2－ 7は，2012 年 6 ～ 10 月時点の 2人以上の世帯についての世帯主の
年齢層別構成に関する家計調査と他の統計調査の結果を対比したものであ
る。家計調査の集計世帯では 2人以上の世帯全体では世帯主が若中年層の比
表 2－ 4　世帯類型（2人以上の世帯・2009 年）
̶  57  ̶
最近の家計収支関連統計調査結果の精度について（山田）
表 2－ 5　世帯類型別構成（2人以上の世帯）
表 2－ 6　世帯主の年齢層別世帯構成（2人以上の世帯・2009 年）









　表 2－ 9は，2012 年 6 ～ 10 月時点の単身世帯の世帯主の年齢層別構成に
関する家計調査と他の統計調査の結果を対比したものである 2）。家計調査で
は他の調査よりも若中年層の比率が高く，高齢層の比率が低い。
表 2－ 7　世帯主の年齢層別世帯構成（2人以上の世帯・2012 年）










　表 2－ 11 は，2010 年における住宅の所有関係別構成に関する家計調査・
表 2－ 8　世帯主の年齢層別世帯構成（単身世帯・2009 年）
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表 2－ 9　世帯主の年齢層別世帯構成（単身世帯 /2012 年）
表 2－ 10　「住宅の所有関係」別構成（2人以上世帯・2009 年）





　表 2－ 12 は，世帯人員 2人以上の世帯の居住住宅の床面積に関する 2007
年～ 2010 年の時点についての全国消費実態調査と他の統計調査の結果を対
比したものである。各統計において用いられている住宅の床面積の定義（業
表 2－ 11　「住宅の所有関係」別構成（2人以上の世帯・2010 年）
表 2－ 12　2人以上の世帯の住宅の延べ床面積






















　表 2－ 14 は，単身勤労者の勤務先企業規模に関する家計調査と他の統計
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費実態調査と他の統計調査による単身勤労者世帯の年収額に関する調査結果





　表 2－ 17 は，2010 年 6 月末前後の時期における家計調査および国民生活
基礎調査による貯蓄現在高を対比したものである。貯蓄・負債に関する項目
















基礎調査の結果と比べて貯蓄現在高が 400 万円世帯未満，700 万円以上の世
帯が少ない 6）。





表 2－ 18　2人以上の世帯の負債現在高 1）








 3） 給与住宅の家賃負担は民営借家・公営借家よりも一般に安く，2012 年分家計調
査の勤労者世帯の「家賃・地代」に関する結果によれば，月額約 1.8 万円にす
ぎない（民営借家は同約 5.7 万円，公営借家は同約 3.4 万円）。
 4） 大竹（2003）は，「（家計簿記帳の）機会費用の高い高所得の人や家計簿をつけ
る余裕のない低所得の人のサンプルが落ちる可能性がある」と指摘している。
 5） 2005 年頃までは 10 ～ 11％程度であったが，その後急増し，2012 年には約
23％を占めるにいたった。
 6） 2009 年 11 月末現在の全国消費実態調査の結果と 2009 年 10 ～ 12 月分の家計調













調査が全国消費実態調査を 10 月の「実収入」「実支出」と 11 月の「消費支出」
において上回っている。






　表 3－ 2 は，2012 年 5 月の支出額に関する家計調査・国民生活基礎調査
表 3－ 1　 全国消費実態調査と他の統計調査との収支金額の対比
（2009 年・勤労者世帯）














 2） 家計支出状況調査と家計調査の共通費目の金額は，2002 年以降大半の品目に
おいて前者を後者が上回っているが，費目による相違が大きい。例えば，2人
表 3－ 2　世帯人員別支出額（2人以上世帯・2012 年 5月）
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以上世帯の婚礼関係費では後者は前者の 4.00 倍，自動車購入費では同 2.92 倍，
葬儀関係費では同 2.88 倍，パック旅行費では同 1.38 倍，移動電話通信料では
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